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名

推進方向と方策
過 年 度
実　　績
（Ｈ２６）

当　　該　　年　　度　　計　　画（Ｈ２７） 当　該　年　度　評　価（Ｈ２７）
次 年 度
目　  標
（Ｈ２８）目　　標

今年度はすべて①の計画で太陽
光での申請。②での計画やほか
の再エネ設備での申請が増える
よう、引き続き支援を行う。

活動の評価・検証
事　業　名

２７年度　バイオマス活用年次計画・実績表

全体目標
（２８年度）

予算額
具体的取組内容

-

活　用　事　業
実施地区

（事業主体）

国庫・府単

実　　績

-

対象：
①京都府内の事

業者
②特定非営利活
動法人、一般社
団法人、一般財

団法人

30,000
補助金（内
府費全額）

（計画　P　　　）

「京都府再生可能エネルギーの導入等
の促進に関する条例」に基づく、下記設
備導入の認定を受けた計画に際して、事
業税の減免や経費の一部を支援
①事務所等に再エネ設備＋蓄電地又は
EMS
②地域に太陽光以外の再エネ設備
　・税減免：設備取得価格の１／３
　　　　　　　　（上限１，０００万円）
　・補助金：設備取得価格の１／３
　　　　　　　　（上限５００万円） 既存・新規

京都企業グリーンイ
ノベーション市場参
入支援事業【特区・
イノベーション課】

千円

30,000
補助金（京
都府・京都
市協調予算
各15,000）

国庫・府単

（計画　P　　　） 既存・新規

エコエネ分野での事業化や市場
参入に対する経費補助を実施。
バイオコークスの製品開発は事
業計画どおり達成された。今後も
中小企業者によるバイオマス資
源の利用拡大を進める必要があ
ることから、事業を継続して支援
を行うこととしている。

事業継続

自立型再生可能エ
ネルギー導入等計
画の認定及び導入
支援制度【エネル
ギー政策課】

千円
自立型エネルギー利
用の促進

無

-

８件中バイ
オマス関係
は１件

事業継続

-

千円

対象；京都府内に
事業所のある中
小企業者

対象：中小企業者 -

８件中バイ
オマス関係
は１件（製品
開発）

今年度は５
件うちバイオ
マス関係は
０件

産業の育成 バイオマス
関係１件

エコ・エネルギー産業を京都のリー
ディング産業に育成。

グリーンイノベーション分野での事業
化、市場参入を行おうとする企業を
対象に経費の一部を補助。
(対象経費）
　試作品の製品化に要する費用
　マーケティング調査費用
　情報発信費等

京都企業が生産するエコ・エネル
ギー製品を募集・認定し、京都産
業の特色を広くアピール。廃油を
再生した㈱レボインターナショナ
ルのバイオディーゼル燃料を認
定。今後も中小企業者によるバイ
オマス資源の利用拡大が期待で
きることから事業を継続し、引き
続き支援していく予定。

事業継続

1,000
補助金（内
府費全額）国庫・府単

（計画　P　　　） 既存・新規

産業の育成 バイオマス
関係１件

エコを切り口として、「ものづくりのス
タイル」と「消費のスタイル」の両方
がつながる（絆のある）製品で、「企
業のスタイル」が明確なものを「京都
エコスタイル製品」として認定し、推
奨製品の発信・ＰＲ等を行い、販路
開拓へつなげるための取組を推進
する。

環境配慮製品使用
促進事業【特区・イノ
ベーション課】
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推進方向と方策
過 年 度
実　　績
（Ｈ２６）

当　　該　　年　　度　　計　　画（Ｈ２７） 当　該　年　度　評　価（Ｈ２７）
次 年 度
目　  標
（Ｈ２８）目　　標 活動の評価・検証

事　業　名

２７年度　バイオマス活用年次計画・実績表

全体目標
（２８年度）

予算額
具体的取組内容

活　用　事　業
実施地区

（事業主体）
実　　績

①産業廃棄物の発生抑制、再使
用、再生利用に係る研究、技術開発
等に対して経費の１／２以内（大学
等との共同研究の場合２／３以内）
の補助を行う。
②産業廃棄物の発生抑制・リサイク
ルを促進する施設整備に対して経費
の１／４以内の補助を行う。

千円

20,000
補助金（内
府費全額）

京都府産業廃棄物
発生抑制等促進費
補助事業
【循環型社会推進
課】

国庫・府単

既存・新規

①バイオマス関連の２件の研究
については実績報告の提出がさ
れ、概ね事業計画どおり実施され
たことを確認。
【(株)京都庵】
製品の製造工程で発生する豆腐
粕と醤油粕を混合した独自の飼
料を開発。
大学と連携した成分分析と、牛の
肥育試験を実施。
肉質の評価は通常の飼料とほぼ
同等であることが分かり、今後商
品化や販路の拡大を検討。
【むく福祉会】
柿酢搾り粕の有効利用方法を開
発。柿酢の製造時に発生する柿
酢搾り粕成分の評価をおこなっ
た。
試験の結果、ストレス低減や抗ガ
ン作用があることが判明。今後、
クッキーに練り込むなど、搾り粕
を使った商品の開発を行う。
【竹岡醤油(株)：H26実績】
ゴマの搾り粕を利用した醤油の
開発。
代々ゴマ油の製造を行っている
山田製油と協力し、ゴマを利用し
た製品を開発。

②産業廃棄物の発生抑制・リサイ
クルを促進する施設整備に対す
る経費補助
【丸信木材工業(株)】
破砕機の導入による自社木材廃
棄物のバイオマス燃料化の推
進。
木材チップ製造工程で発生する
樹皮を破砕機で一定の粒径には
破砕し、バイオマス燃料とするこ
とで、産業廃棄物の排出を削減
するもの。
平成27年度に破砕機を設置し、
破砕後の樹皮はバイオマス燃料
として販路を確立。

発生量
86,374t
利用量
74,694t
利用率
86％

次年度も同
額予算
（20,000千
円）で事業
継
続

対象：京都府内の
事業者

-

産業廃棄物減量推
進の研究開発補助
事業を活用し、食品
廃棄物を利用した製
品（飼料・肥料等）の
開発を促進

バイオマス
関係３件

（計画　Ｐ２２）

予算額を全
額交付決定
（６件中２件
が食品加工
残さに関す
る研究）

（
循
環
型
社
会
推
進
課

）

食
品
加
工
残
さ
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推進方向と方策
過 年 度
実　　績
（Ｈ２６）

当　　該　　年　　度　　計　　画（Ｈ２７） 当　該　年　度　評　価（Ｈ２７）
次 年 度
目　  標
（Ｈ２８）目　　標 活動の評価・検証

事　業　名

２７年度　バイオマス活用年次計画・実績表

全体目標
（２８年度）

予算額
具体的取組内容

活　用　事　業
実施地区

（事業主体）
実　　績

（南丹市・（株）レ
ボインターナショ

ナル）

廃食用油利
用量の数値
的な目標設
定はしてい

ない

・地域協議
会を設立（京
都市、向日
市、京丹後
市、宮津市、
福知山市、
綾部市、宇
治田原町、
京丹波町が
参加）
・京都府南
丹市のリサ
イクル施設
内にﾊﾞｲｵ
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃
料給油施設
を１箇所設
置
・B5軽油の
製造施設を
（株）レボイ
ンターナショ
ナル京都工
場に設置

概ね事業計画どおりバイオディー
ゼル流通システム技術実証事業
を終了。今後は、平成２８年２月２
５日に設立した「京都府内市町村
バイオディーゼル燃料等普及促
進広域連携協議会」を通じて、具
体的な取り組みを推進する予定。

廃食用油利
用量の数値
的な目標設
定はしてい
ない

発生量
3,939t
利用量
1,394t
利用率
35％

（
－

）

廃
食
用
油

回収活動の先進事
例をもとにした拠点
拡大

・「バイオ
ディーゼル
流通システ
ム技術実証
事業」を実施
（南丹市・
（株）レボイ
ンターナショ
ナル）して南
丹市、京丹
波町、京丹
後市、与謝
野町の公共
施設等に家
庭から持ち
込まれるて
んぷら油を
容器（ペット
ボトル）ごと
回収するＢ
ＯＸを３０箇
所設置
・てんぷら油
回収車両４
台をレボイン
ターナショナ
ル京都工場
に導入

・京都府下全域でのバイオディーゼ
ル流通拡大に向けた、課題の抽出と
供給拠点及び原料集積拠点の設置
による新たな流通網を構築。
・廃食用油の収集拡大に向けた課
題の抽出と啓発。
・車両や利用機械への影響と品質の
調査及び中継貯蔵施設での燃料品
質の保管劣化の調査。

資源エネルギー庁委
託事業【事業課なし】 千円

69,342
補助金（内
国費全額）

国庫・府単

（計画　Ｐ２３）

（京都市）
（京田辺市）・・・新規
（木津川市）
（城南衛生管理組合）
（乙訓環境衛生組合）
（宮津与謝環境組合）

1,634,552
補助金（内
国費全額）

千円

国庫・府単

（計画　Ｐ２２） 既存・新規

既存・新規

（
循
環
型
社
会
推
進
課

）

生
ご
み

クリーンセンター等
の設備更新時にエネ
ルギー利用率を高効
率化

京都市、木
津川市、城
南衛生管理
組合、乙訓
環境衛生組
合、宮津与
謝環境組合
において、
平成30年度
前後の稼働
を目標に順
調に建設工
事（計画）を
実施中

市町村等が、廃棄物の３Ｒ（リデュー
ス、リユース、リサイクル）を総合的
に推進するため、広域的かつ総合的
に廃棄物処理・リサイクル施設整備
を計画（循環型社会形成推進地域
計画）。
計画に位置付けられた施設整備（ご
み発電施設、有機性廃棄物リサイク
ル推進施設等）に対し交付金を交
付。

循環型社会形成推
進交付金【事業課な
し】

-

各事業主体
とも平成30
年度前後の
稼働を目標
に、順調に
建設工事を
実施中。

各事業主体とも平成30年度前後
の稼働を目標に、順調に建設工
事を実施中。

次年度以降
も各事業主
体の計画に
従い、事業
を継続予
定。

発生量
242,000t
利用量
213,484t
利用率
88％
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バ
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推進方向と方策
過 年 度
実　　績
（Ｈ２６）

当　　該　　年　　度　　計　　画（Ｈ２７） 当　該　年　度　評　価（Ｈ２７）
次 年 度
目　  標
（Ｈ２８）目　　標 活動の評価・検証

事　業　名

２７年度　バイオマス活用年次計画・実績表

全体目標
（２８年度）

予算額
具体的取組内容

活　用　事　業
実施地区

（事業主体）
実　　績

利活用事例
の情報収集
及び提供

各市町村担
当課長会議
等で「バイオ
マス産業都
市選定」に
係る資料を
提供

汚泥処理の集約化と
有効利用について、
地域実情を踏まえ、
より効率的な処理・
処分の可能性を引き
続き検討します。

（計画　Ｐ２４） 既存・新規

千円

京都府
市町村

バイオマス産
業都市認定申
請予定の南丹
市へ下水道処
理場での複合
バイオマス処
理を行ってい
る事例紹介及
び意見交換を
実施

中規模下水処理場を運営する市町
を対象に引き続き、集約化及びバイ
オマス活用手法の情報提供と、実施
に向けた事業制度の資料を提供す
る。

バイオマス産業都市の地域選定
を受けた南丹市が、28年度新規
バイオマス関連事業の導入を検
討する契機となった

利活用事例
の情報収集
及び提供

-
国庫・府単

下水汚泥の
農地利用の
理解

下水汚泥の
農地利用の
理解

農業集落排
水施設のあ
る市町村へ
「集排汚泥
のリサイク
ル」に係る冊
子を提供

-
国庫・府単

小規模下水処理場を運営する市町
を対象にコンポスト施設導入による
農地利用の理解に努める。

千円

（計画　Ｐ２４） 既存・新規

京都府
市町村

72,000
関連施設を
含む全体事
業費（内府
費24,000）

国庫・府単

小規模施設単独でコンポスト施
設を設置する場合、初期投資に
見合った費用対効果が見込めな
いこともあり進捗していないが、
各市町村が小規模施設の統廃合
による集約化を検討するタイミン
グを見計らい、農地利用の理解と
ともに普及に努める

（計画　Ｐ２４） 既存・新規

千円

（京都府）
Ｈ２７年度運
転開始

下水汚泥の緑農地
利用・建設資材利用
を促進します。→消
費者等への積極的
な情報提供

コンポスト施
設導入を検討
する和束町へ
事例紹介及び
意見交換を実
施

木津川上流
浄化セン
ターに消化
ガス発電設
備が完成、
平成27年10
月から運転
を開始（

水
環
境
対
策
課

）

下
水
汚
泥

発生量
58,300(t-

ds)
利用量

24,000(t-
ds)

下水汚泥のエネル
ギー利用を推進しま
す。→バイオガス発
電

バイオガス
発電設備の
設置工事

木津川上流浄化センターに汚泥消
化タンクの増設の一環として、バイ
オガス発電設備を設置する。

木津川上流流域下
水道事業【水環境対
策課】

（京都府）

平成27年10月～平成28年1月末
で、　　発電量　月平均7万Kwｈ・
Co2削減量　約150t（年間目標の
40％）を達成

年間予定発
電量　約70
万Kｗｈ・年
間Co2削減
量　約365t

750,000
関連施設を
含む全体事
業費（内府
費250,000）

－下水汚泥のエネル
ギー利用を推進しま
す。→固形燃料化

詳細設計を
実施

洛西浄化センターにおける固形燃料
化施設の工事に向けて、設備の工
場製作を行う。

桂川右岸流域下水
道事業【水環境対策
課】

千円

国庫・府単

（計画　Ｐ２４） 既存・新規

Ｈ２９年度運
転開始

設備の工場
製作を実施

平成29年4月の供用開始に向け
て、計画のとおり実施
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バ
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名

推進方向と方策
過 年 度
実　　績
（Ｈ２６）

当　　該　　年　　度　　計　　画（Ｈ２７） 当　該　年　度　評　価（Ｈ２７）
次 年 度
目　  標
（Ｈ２８）目　　標 活動の評価・検証

事　業　名

２７年度　バイオマス活用年次計画・実績表

全体目標
（２８年度）

予算額
具体的取組内容

活　用　事　業
実施地区

（事業主体）
実　　績

（
林
務
課

）

製
材
工
場
廃
材

発生量
110,000

ｔ/年
利用量
106,000

ｔ/年
利用率
96％

京都府内
（北部地域）

-

府北部の製
材工場を候
補地として
熱電併給プ
ラントのシス
テム検討を
実施

現状を踏まえたシミュレーションを
実施した。次年度以降は導入に
対して支援を行う予定

検討終了

5,000
(内府費全

額)

再生可能エネルギー
固定価格買取制度
等を利用した、民間
企業等の木質バイオ
マス発電への参入
促進

木質バイオマス発電
構想策定費【エネル
ギー政策課】

千円

国庫・府単

（計画　Ｐ２６）

無 府内の木質資源や木材関連産業な
どの実態に適応した木質バイオマス
発電の事業化に向けた構想を策定
（対象）
・製材工場廃材等

既存・新規

製材工場等が取り組
む木質バイオマスボ
イラ等の導入を促進

亀岡市の製
材工場が木
質バイマス
ボイラーを
導入

要望地区なし。 木質バイオマス産業
創造事業【林務課】

千円

対象：民間事業者
等

-

国庫・府単

（計画　Ｐ２４） 既存・新規

今後の取組拡大を期待するととも
に、製材工場等の施設整備の機
会を捉えて取組の普及に努める

（計画　Ｐ２４）

亀岡市の木
材加工工場
で年間９００ｔ
のペレットを
製造

-

H27年度の
取組はな
かった。

H28年度以降も継続して支援する
ことで木質バイオマス利用を推進

亀岡市の製
材工場で年
間9,110m3
の工場廃材
のチップを利
用

国庫・府単

既存・新規

- -

H27年度の
取組はな
かった。

新たな需要先の確
保や木質ペレットな
どの製造施設の整
備を促進

無 無 企業の自発的な取り
組み【事業課なし】

千円

-



（
担
当
課

）

バ
イ
オ
マ
ス
名

推進方向と方策
過 年 度
実　　績
（Ｈ２６）

当　　該　　年　　度　　計　　画（Ｈ２７） 当　該　年　度　評　価（Ｈ２７）
次 年 度
目　  標
（Ｈ２８）目　　標 活動の評価・検証

事　業　名

２７年度　バイオマス活用年次計画・実績表

全体目標
（２８年度）

予算額
具体的取組内容

活　用　事　業
実施地区

（事業主体）
実　　績

(株)丹後グリーン
バイオ

-

国庫・府単

（計画　Ｐ２５）

バイオマス
ボイラー導
入指針の策

定

事業中止
（国庫事業
の採択要件
を満たさな
かったことに
よるもの）

事業廃止

500
補助金(内国

費全額)

千円

木質バイオマス普
及促進協議会（仮

称）

京丹波町木質バイオマスエネル
ギー活用委員会に参画し、実証
モデルの検討を行った。本年度、
実施設計を行い、28年度、京丹
波町内に木質バイオマスボイラー
導入予定

国庫・府単

既存・新規

府施設における木質
バイオマスの率先利
用や公共施設等で
の木質バイオマスボ
イラー等の導入促進

無 産官学連携による協議会を設立し、
木質バイオマスボイラー導入指針の
策定や専門家による指導助言等を
実施する。

木質バイオマス熱利
用促進事業【林務
課】

（計画　Ｐ２４）

事業中止
（事業主体
の事情によ
るもの）

H28年度以降も継続して支援する
ことで木質バイオマス利用を推進

H29目標値
(木質ﾊﾞｲｵﾏ
ｽ利用量）
5,943m3

（
林
務
課

）

林
地
残
材

地域の活性化や雇
用の増加につなげる
ため、民間事業体等
でのバイオマス製品
の製造施設の整備
を促進

木質チップ
工場の整備

木質チップ製造会社が、原木の収集
能力の向上を図るために原木収集
機械、運搬機械を導入し、より多くの
木質チップの製造･供給を図る。

林業･木材産業等振
興施設整備交付金
【林務課】

千円

既存・新規

発生量
14,000
t/年

利用量
5,000
t/年

利用率
35%

要望地区なし。 木質バイオマス産業
創造事業【林務課】

千円

対象：市町村、民
間事業者等

H28年度以降も継続して支援する
ことで木質バイオマス利用を推進

H29目標値
(木質ﾊﾞｲｵﾏ
ｽ利用量）
宇川温泉
515m3
あしぎぬ温
泉
436m3

-
-

国庫・府単

（計画　Ｐ２４） 既存・新規

H27年度の
取組はな
かった。

温泉施設等が取り組
む木質バイオマスボ
イラ等の導入を促進

京丹後市の
温泉施設、
与謝野町の
入浴施設が
木質バイマ
スボイラーを
導入


